資料１
長久手市国民保護計画変更の概要

主な変更内容（項目末の（　）内は新旧対照表の該当ページ）
１　平成２６年度分
⑴　基本指針の変更等に伴うもの
ア　地域特性等に応じて考慮すべき住民避難上の措置の追加
○大規模集客施設や旅客輸送関連施設でも、当該施設等に滞在する者の円滑な避　
難措置に必要な対策をとる旨を追加（Ｐ．１２）
イ　警報等の情報伝達手段としてＥｍ－Ｎｅｔ、Ｊ－ＡＲＬＥＴの追加
　　○非常通信の確保のため、緊急情報ネットワークシステム（Ｅｍ－Ｎｅｔ）、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＲＥＬＴ）を活用する旨を追加（Ｐ．９）
ウ　国民保護法の救援事務の移管等に伴う用語修正
　　○災害対策基本法等の一部改正により、国民保護法の救援事務が厚生労働省から内閣府（防災担当）へ移管したことに伴い用語を修正（Ｐ．１２）
⑵　武力攻撃原子力災害への対処の項目の追加
　　○地域防災計画における放射性物質災害対策に準じた措置を講ずる旨を追加　（Ｐ．１３）
⑶　市役所の組織改編、用語の定義の変更による修正
　　○　企画部から市長公室、行政経営部に修正（Ｐ．１０）
　　○　教育文化部からくらし文化部、教育部に修正（Ｐ．１０）
○　災害時要援護者を避難行動要支援者に修正（Ｐ．９）
⑷　その他軽微な変更による修正
○　「災害時要援護者」から「避難行動要支援者」又は「要配慮者」への変更
○　安否情報収集・照会等に係る様式番号の変更（Ｐ．１２）
○　その他所要の変更　

２　平成２７年度分
⑴　国の所管省庁の変更に伴う修正
　○文部科学省・経済産業省→原子力規制委員会（Ｐ．１４）
⑵　国の廃棄物関連の新指針作成に伴う変更
[bookmark: _GoBack]　　○震災廃棄物対策指針→災害廃棄物対策指針（Ｐ．１４）　



